
別記様式（第４条関係）

随意契約結果一覧
課

件名（数量） 契約締結日
（締結日の昇順）

契約業者
予定価格
(税込）

契約金額
（税込）

随意契約とした理由
審査会
の開催
の有無

備考

令和元年度中小企業伴走型
支援事業業務委託

令和1年5月10日
株式会社中小企業サ
ポートネットワーク

2,000,000 1,960,200

地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号による。本事
業では、市内中小企業に寄り添い、新たな製品の試作から
実証、さらに最終製品の販路開拓まで、切れ目なくヒト、モノ
また機会などを伴走支援し、専門的かつ高度な販売促進の
業務を遂行できる事業者をプロポーザル方式により公募し
た。

無

令和元年度松阪市企業立地
意向調査業務

令和1年5月20日
一般財団法人日本立
地センター

1,540,000 1,540,000

地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号による。一般
財団法人日本立地センターは、昭和37年に、経済産業省、
産業界、都道府県をはじめとした地方公共団体の賛同と支
援を得て発足した経済産業省所管の財団法人であり、国等
の要請を受け各般の産業政策の立案をサポートしてきた組
織である。
　本調査は、公的工業団地を保有する複数の地方自治体が
参加することで一自治体への負担が逓減されており、1,000
社発送分の費用負担で、10,000社以上に調査を実施でき
る。また、アンケートにおいて将来の設備投資（立地）に関心
を示した企業があれば、センターの職員が直接出向いてヒ
アリングを行うなど企業立地のサポート体制が充実してお
り、かつ複数年アンケート調査を実施してきたノウハウの蓄
積があることから、立地動向の分析に高い専門性を有して
いる。
　これらのことより、当事業者が実施する調査実施体制及び
調査結果に基づくサポート体制は他の事業者にはないもの
であり、本市が実施する調査業務に必要となるものであるこ
とより、当該事業者と契約を行うものである。

無

所属（課名）　　　　　　　企業誘致連携



別記様式（第４条関係）

随意契約結果一覧
課

件名（数量） 契約締結日
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所属（課名）　　　　　　　企業誘致連携

令和元年度松阪市企業立地
アクションプログラム作成支援

業務
令和1年10月1日

株式会社オオバ三重
営業所

2,000,000 1,991,000

地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号による。本業
務については、平成30年度に「松阪市企業立地戦略」を策
定するとともに、そのハード面の重要な要素となる産業要適
地について、複数の候補地から事業採算性及び事業難易
度を考慮し候補地を絞るとともに、事業化手法及び事業化ス
ケジュール等の見込みを示した「産業用適地整備計画」を策
定した。
本業務は、産業用適地整備計画に示した候補地において、
対象地域を変更とした基本計画として事業スケジュール及
び概算事業費の算出等を行うとともに、今後の事業推進に
関わる課題を整理することを目的としており、本業務を行う
事業者は本市の産業特性や地域現況はもちろんのこと、産
業用適地整備計画に示された候補用地をはじめ、最終的に
同計画には示されなかった潜在的候補用地の状況及び松
阪市域における法令に基づく各種開発の制限に関する法的
知識を持つ必要がある。
企業立地アクションプログラム作成支援業務の業務委託業
者である株式会社オオバにおいては、同計画を策定するに
あたり本市の産業特性や地域現況、産業用適地整備計画
に示された候補用地をはじめ、同計画には示されなかった
潜在的候補用地の状況を把握する上で必要不可欠なデー
タをすでに十分把握しているとともに、松阪市域における法
令に基づく各種開発の制限に関する法的知識も十分に持ち
合わせており、本業務を円滑に遂行していくには、当該事業
者と契約を締結しなければ、本アクションプログラム作成を
通じてより実現可能な候補用地の選定を行うという目的を達
成するができない。
また、産業用適地整備計画の内容については、一昨年に実
施した「松阪市産業用適地選定調査」の結果と同様に、産業
用適地の選定、開発に関する情報であって、公にすることに
より、率直な意見の交換若しくは意思決定の中立性が不当
に損なわれるおそれ、不当に市民の間に混乱を生じさせる
おそれ又は特定の者に不当に利益を与え若しくは不利益を
及ぼすおそれがあるものであり、これらの情報を非公開とす
べきものである。産業用適地整備計画の内容に関する情報
は当該事業者のみが持つものであり、本業務を円滑に遂行
していくには、当該事業者と契約を締結しなければ、本アク
ションプログラム作成を通じてより実現可能な候補用地の選
定を行うという契約の目的を達成するができない。
このことにより、当該事業者と契約を行うものである。

無


